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学校給食のオーガニック化の取組について
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• 所在地(本社) : 常陸大宮市東野3218-2

• 代表取締役 ： 鈴木秀行

• 設立年 ： 平成14年7月29日

• 資本金 ： 99,700千円

• 役員 ： 12名（業務執行取締役5名）

• 従業員 ： 54名（社員13名、臨時社員21名、パート社員15名等）

• 売上高 ： 721百万円（受託作業492百万円、農産物売上229百万円）

• 事業内容 ： 農作業受託（895ha、5市1町）、自社農場経営（260.3ha）

育苗センター14カ所、ライスセンター19カ所、種子センター1カ所 等

• 栽培作物 ： （慣行）水稲149.1ha、そば60ha、麦54ha、甘藷12ha、ネギ2.5ha 等

（有機）水稲8.5ha、大豆0.9ha、ニンジン1.3ha,その他野菜3.8ha 等

• 有機JAS面積 ： 14.6ha （田8.4ha、畑6.2ha）

１．（株）ＪＡ常陸アグリサポート の概要

≪概要≫

2～ 地域と共に明日の農業を担う ～
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設立の経緯
・ ＪＡ常陸発足前の旧２ＪＡにおいて、昭和50年頃より農協の営農部門で育苗や米麦の乾燥調整等を開始、
平成１４年（（有）みどりサポート）及び同１６年（（有）みずほ農援）に子会社化

・ＪＡ常陸発足に伴い、平成２８年、「（有）みどりサポート」を「（株）ＪＡ常陸アグリサポート」に商号変更、同社
（存続子会社）と「（有）みずほ農援」が合併 、現在、５市１町にてサービス提供

１．（株）ＪＡ常陸アグリサポート の概要

農業支援サービスの概要
・農作業の受託（請負）作業が主な事業
・機械作業：耕起（159ha）、代かき（120ha）、田植え（84ha）、稲刈取（337ha）、麦そば刈取（123ha）、

デント収穫（17ha）、堆肥散布（55ha）、あぜ塗（54km） 等
・施設作業：育苗センター（24.7 万枚）、ライスセンター（5451t）、種子センター（246t）

そば・大豆・麦類乾燥（265t）

事業戦略の考え方
・農機利用（作業受託事業）の収支はプラス・マイナス均衡
・JA総代会に決算報告が必要なため、経営全体での黒字化を目指している
・JA子会社という立場上、作業料金はできる限り安く設定、条件の悪いほ場の作業もできる限り引受けざるを
得ず、難しい立場にある（各支所から30分～40分圏内、大型農機を持ち込める環境であれば引受け）

・農作業の受託（機械利用）以外に、育苗センター及びライスセンターの運営や荒茶加工の受託、農業経営で
収穫した米、麦、そば、甘藷、ねぎ、露地野菜を販売
・常陸大宮市と連携し、2022年より有機農業（野菜・水稲）にも取組み（経営への寄与は今後）

地域計画での位置付け
・５市１町中、農業経営を行っている常陸大宮市・常陸太田市・大子町が中心的な位置づけ
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１．（株）ＪＡ常陸アグリサポート の概要

経営安定化への工夫
・職員のマルチスキル化によるオペレータ等の確保（施設作業・機械操作に対応）

・地域の農業者が弊社オペレーター（季節雇用者）となり作業を実施。人件費の圧縮
・農業機械の長寿命化（機械の購入価格が高額、部品交換等のメンテナンスを農閑期等に社員が実施）

・リースを活用し運転資金の確保
・中間管理機構より借受ていた条件の悪いほ場は、地権者に理由を説明し合意解約手続き
・経理システム・精算システムを統一化し農協本体でも把握できる
・ほ場管理システムを導入し、受託作業・農業経営の進捗を把握

組合員への効果
・経営規模の大小、専業・兼業を問わず、それぞれの農業経営の状況に合わせて必要とされる作業を支援

・高齢者が経営する大規模農家が、農作業が間に合わないからと、弊社に農作業の一部を委託
・大規模農家が更に拡大する際、育苗を委託（自身でハウスを建設するよりも費用と手間が省けるため）

農協等への効果
・近年の高齢化等により農業者が減少傾向なか、作業受託を通じて、離農を抑制、地域農業を維持

・大規模農家の規模拡大により、機械作業・乾燥調製等の作業は弊社・農協利用が減少

現場での苦労
・JAという立場上、多少遠いほ場や条件不利地・非効率農地も、原則引き受け（経営条件そのものが難しい）

・受託作業を中心に事業展開しなければならず、自社農業経営は後回しに（代かき、田植え、刈取作業などは、
組合員よりも一足遅く着手、田植えは６月末頃、稲刈りは１１月２０日頃まで）

・通年雇用を実現するため、作業受託に加え農業経営を組込み、年間を通じて業務を確保できたが、休日と
有給５日取得・時間外４５時間・産業医受診・熱中症対策など、労務管理が非常に難しい
・会社合併時、作業料金に格差が発生、令和元年度より段階的に統一化を図った
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人の身体は食べ物でつくられています。育ち盛りの子ど
もたちにとって、食事が最も大切であり、安全でエネルギー
溢れる食を子どもたちに提供することは、私たち大人の責
任です。

これからの日本を担う子どもたちの健康を考えたとき、子
どもたちが学校給食で有機農産物を食べることをきっかけ
に、保護者の食育への意識を高め、家庭においても、有機
農産物を食事に取り入れていけるような環境づくりが必要と
考えます。

～ 子どもたちに最高の給食を届けたい ～

～ この常陸大宮市・JA常陸の想いに共感し
有機農業の取り組みを始めました ～

２．有機農業推進に取り組む理由 ～なぜ今オーガニックか～



《 参考 》 常陸大宮市 「オーガニックビレッジ宣言」
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オーガニックビレッジ宣言はスタート

常陸大宮市は、令和４年度から本
格的に有機農業に取り組み始めた
ばかりです。

この宣言は、有機農業ではまだま
だ後進である本市が、「オーガニック
学校給食の実現」をシンボルに、有
機農業を推進する誓いとして、宣言
するものです。

この取り組みを茨城県そして全国へ

有機農業の推進、そして学校給食
のオーガニック化は、常陸大宮市の
みの活動では実現できません。

思いを同じくする自治体をはじめと
した関係者間の連携を図っていきた
いと考えています。
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常陸大宮市・ＪＡ常陸が
有機農業を推進する４つの理由

①学校給食のオーガニック化

②有機農業で培った技術を慣行農業で活かす

③農業生産活動における自然環境への負荷低減

２．有機農業推進に取り組む理由 ～なぜ今オーガニックか～

～ （株）ＪＡ常陸アグリサポートが、先んじて
取り組むことで、農家の範となす ～

④中山間地域における特色ある農業の展開
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これからの日本を担う子どもたちの健康を考えたとき、子ども
たちが学校給食で化学的に合成された農薬や肥料を使用しな
い有機農産物を食べることをきっかけとして、保護者の食育へ
の意識を高め、家庭においても有機農産物を食事に取り入れ
ていけるような環境づくりが必要

① 学校給食のオーガニック化

≪子どもたちの笑顔≫ ≪学校給食≫

２．有機農業推進に取り組む理由 ～なぜ今オーガニックか～

≪食農教育≫
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農業生産費の低減を図るほか、地政学的リスクや経済情勢
等により、日本が化成肥料等の原材料を十分に調達できない
状態になっても、子ども達が飢えることなく食料を手に入れるこ
とができる生産体制づくりが必要

② 有機農業で培った技術を慣行農業で活かす

≪太陽熱養生処理≫
≪複数回代掻き

による抑草≫
≪緑肥やカバープランツ≫

２．有機農業推進に取り組む理由 ～なぜ今オーガニックか～
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有機農業での農業生産活動をきっかけとして、自然環境に
与える負荷をできる限り減らしていくことで、将来の子ども達に
豊かな自然環境を残していく。それが今を生きる私たちの役目

③ 農業生産活動における自然環境への負荷低減

≪田んぼに生息する生き物調査≫ ≪堆肥利用による
化成肥料の使用低減≫

≪温湯消毒による
化学農薬の使用低減≫

２．有機農業推進に取り組む理由 ～なぜ今オーガニックか～
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他地域と差別化した、付加価値を高めた農産物生産の取り組
みとして「有機農業」を推進し、中山間地域における農業振興と
農家所得の向上を図り、地域における農業担い手の確保に努
める

≪有機米「ゆうき凜々」≫ ≪地元直売所での販売≫ ≪スーパーでの販売≫

２．有機農業推進に取り組む理由 ～なぜ今オーガニックか～

④中山間地域における特色ある農業の展開



３．有機農業取り組みの経過
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平成27年度 ・三美地区において野菜の栽培を開始 （慣行栽培）

令和２年度
・鈴木市長就任
・秋山組合長から有機農業への取り組みを打診される → 保留

令和３年度
・茨城県が三美地区を有機農業モデル団地に位置付ける
・有機農業を推進することについて 常陸大宮市 と ＪＡ常陸 が合意
・再度、秋山組合長から有機農業への取り組みを打診される → 保留

令和４年度

・三美地区で有機野菜の栽培を開始 （畑１．５ ｈａ）
・常陸大宮市が有機農業の推進を事業化し、本格的に有機農業の推進を開始

・みどり法に基づく県計画において、「三美地区」 「鷹巣地区」を特定区域に設定
・学校給食で有機農産物（野菜）の使用を開始 ６品目 ４ｔ

令和５年度

・鷹巣地区で有機米の栽培を開始 （水田３．２ha）
・小野地区で「味噌・豆腐」等の原料となる有機大豆の栽培を開始 （畑２．０ha）

・常陸大宮市が 「オーガニックビレッジ宣言」
・学校給食に有機栽培により生産したお米の使用を開始 （約１３ ｔ）
・常陸大宮市が「有機農業を促進するための栽培管理に関する協定」を認可

（鷹巣地区：水田）

令和６年度
・有機野菜に親しむ食育推進事業の開始 （乳児検診時に野菜等を配布）
・第２回全国オーガニック給食フォーラムin常陸大宮 開催

令和７年度
・令和７年産米から、学校給食における有機米１００％使用を達成
・常陸大宮市が「有機農業を促進するための栽培管理に関する協定」を認可

（三美地区：畑地）
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面積・農家数・品目数・給食導入数の推移

３．有機農業取り組みの経過

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

うちアグリ うちアグリ うちアグリ うちアグリ うちアグリ うちアグリ

有機JAS取得面積 5.5ｈａ 5.5ｈａ 6.5ｈａ 27.0ｈａ 4.6ｈａ 36.1ｈａ 7.8ｈａ 48.8ｈａ 13.0ｈａ

田 3.9ｈａ 3.2ｈａ 10.7ｈａ 7.7ｈａ

畑 5.5ｈａ 5.5ｈａ 6.5ｈａ 27.0ｈａ 4.6ｈａ 32.2ｈａ 4.6ｈａ 38.1ｈａ 5.3ｈａ

有機JAS取得生産者数 1戸 1戸 2戸 4戸 1戸 9戸 1戸 10戸 1戸

田 2戸 1戸 3戸 1戸

畑 1戸 1戸 2戸 4戸 1戸 8戸 1戸 10戸 1戸

有機JAS取得品目数 3品目 3品目 6品目 12品目 12品目 19品目 15品目 23品目 15品目

田 1品目 1品目 1品目 1品目

畑 3品目 3品目 6品目 12品目 12品目 18品目 14品目 22品目 14品目

学校給食　　※有機取組1年目を含む

野菜 品目数 6品目 5品目 10品目 7品目 16品目 10品目 13品目 8品目

使用量 4.0ｔ 7.7ｔ 15.0ｔ 12.6ｔ

米 使用量 13.0ｔ 14.0ｔ 18.0ｔ

加工品 品目数 2品目 3品目
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４．有機農業の取り組み状況

・生産技術をどのように習得するか

・生産農地をどのように確保するか

・慣行栽培に比較し、コスト（労務費含む）がかかる

・どのように販売するか

・収益が確保できるか

・有機ＪＡＳ認証の取得はどうするか

・他の農家へどのように広げていくか

≪有機農業に取り組む上で課題となった事項≫
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【販路拡大等について】 ※主体：JA常陸

・JA常陸が販売の一切を担う体制

※JAが出荷先に分荷

・公共調達 （学校給食） の推進

・道の駅等でのコーナーの常設化

【収益の確保】

・少量多品目から品目を集約しコストを削減

※一部試験栽培等は除く

【組合員への効果】

・弊社が率先して取り組くむことにより、組合員が

有機農業に参入しやすくなった

・弊社のほ場で試験栽培取り組んだ結果を、他の

組合員にフィードバックできる

・組合員が取り組み易くするため、水稲苗育苗、乾

燥調整等を弊社が担う

【その他】

・畜産農家（法人）との耕畜連携

・食育としての農業体験の実施

【関係機関との連携】

・市役所、茨城県、JAと最初から連携

・実現するために役割分担を行う

【農地の確保について】 ※主体：市役所

・最初から有機農業をしやすい場所を選定

・基盤整備実施地区は非常にやりやすい

・農地中間管理事業による集積集約

【生産技術について】

・外部へ技術指導を依頼

・各種研修会への参加

・土壌診断に基づく土づくりの促進

【補助事業の活用】

・施設・機械器具等の整備に対する補助

・生産性向上資材等に対する補助

・有機ＪＡＳ認証費用等に対する補助

【有機JAS申請】 ※主体：JA常陸

・JA常陸でのグループ認証取得

４．有機農業の取り組み状況

≪課題を解決するために取り組んだこと≫



⑥ 常陸大宮市のオーガニック給食実現に向けた取組状況と今後の目標
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随意契約

有機野菜と慣行野菜の
価格差：１．２～１．５倍

《事例》 【常陸大宮市学校給食センターでの有機農産物使用に係る対応 ～購入～】



⑥ 常陸大宮市のオーガニック給食実現に向けた取組状況と今後の目標
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≪有機農産物 ： お米編≫

項目 対応内容

納 品 元 学校給食会

契約方法 随意契約 （産地、品種、その他 を指定）

納品形態 精米

価 格 ＪＡ常陸が農家から玄米買入 （慣行比 6,000円～10,000円高/俵）
→ 精米価格は慣行比 約５％高

流 れ 農家 →  ＪＡ常陸 → 全農 → 学校給食会 → 給食センター

≪有機農産物 ： 加工品≫

使用品目 ： 豆腐、味噌、切り干し大根

味噌 ： 加工組合に依頼し、給食センターへ直接納品

使用原材料はJA常陸が確保販売

切干し大根 ： 農家に直接依頼し、JA常陸を経由し給食センターへ納品

使用原材料はJA常陸が確保販売

豆腐 ： 製造業者に加工を依頼し、商社経由で、給食センターへ納品

使用原材料は、JA常陸が確保販売

《事例》 【常陸大宮市学校給食センターでの有機農産物使用に係る対応 ～購入～】



６．今後の方向性について
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【生産対策について】
・生産面積の増加 → 水田：増 、畑：現状維持
・生産費の低減 → 購入可能な単価を実現するため
・単収量の増加 → 慣行比較 米：８０％、野菜：７０％
・生産技術の向上

【販売対策について】
・市場や大口取引先への出荷体制の構築
・公共調達での取扱量の増加

→ 首都圏学校給食への出荷を見越して
・実需者と協議の上の計画生産 → 出口対策

【学校給食について】
・農家との連携による有機農産物の使用量向上
・加工品（豆腐・味噌・パンなど）原材料の生産
・食育の推進



７．最後に
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弊社が短期間で有機農業を推進できたのは、「行政」「ＪＡ」 と一
体となって取り組むことができ、生産農地の確保、販売先の確保、そ
して技術習得や有機JAS認証取得が出来たからです。

短期間で有機農業を推進できた理由

自治体・農家が個々で、有機農産物を一定量生産することは難し
いことです。このことから、県全体が広域産地として出荷体制を構築
することが大切で、あわせて、ＪＡ関係者間の連携が重要です。

有機農産物の広域産地化が重要

有機農業の推進には販売戦略が重要

販売先を確保することにより、農家は安心して有機農業に取り組む
ことが出来ます。

販売先を確保するためには、安定的に生産する規模が必要となり
ます。販売先として、学校給食など公共調達の促進も重要です。



《事例１》 「有機農業を促進するための栽培管理に関する協定」
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【協定の概要】
協 定 名 ： 鷹巣地区特定区域協定
代 表 者 ： 鷹巣区長 小野瀬和夫
地権者数 ： ７５ 人 （うち１人は使用収益権による）
協定認可日 ： 令和５年１２月１３日（水）
協定期間 ： ５年間 （Ｒ５．１２．１３～Ｒ１０．１０．３１）
協定エリア ： 右図のとおり
協定面積 ： １６．３ ｈａ （１３２ 筆）

※鷹巣地区全体耕地面積 ： 約１１３.０ ｈａ

【協定に定める栽培管理に関する事項】
①協定参加者は、農用地やその周辺部の適切な除草や施設の

維持管理を行い、良好な営農環境の維持に努めること。
②有機農業を行う者は、病害虫発生の抑制に努めること。
③慣行農業を行う者は、農薬散布に際し、飛散防止に努めること。
④協定参加者は、自身のほ場に重大な病害虫被害が認められた

場合、代表者に連絡し被害を最小限に食い止めるための措置を
講ずること。

⑤有機農業を行うほ場及び慣行農業を行うほ場が隣接している場
合、有機農業を行う者は一定の緩衝地帯を設けること。

みどりの食料システム法に基づく、特定区域に設定された鷹巣地区は、市内学校給食で使用する全てのお米を

100％有機米とするため、有機米栽培のモデル地区として令和５年から作付けを開始しました。
有機農業は、農薬の飛散防止や病害虫のまん延防止などに留意して取り組む必要があり、慣行農業を行っている

農家との調整が必要です。このため、より良い営農環境を整えるため、有機農業／慣行農業それぞれの栽培管理に
ついて、区域内の農業を営む者同士が、 「有機農業を促進するための栽培管理に関する協定」を締結し市長が認可
しました。

令和５年度作付地

令和６年度作付地

令和7年度作付地

協定範囲



《事例１》 「有機農業を促進するための栽培管理に関する協定」

【協定の概要】
協 定 名 ： 三美地区特定区域協定
代 表 者 ： 小森 勝一
地権者数 ： ８５ 人 （うち３人は使用収益権による）
協定認可日 ： 令和８年３月１２日（木）
協定期間 ： ５年間 （Ｒ８．３．１２～Ｒ１３．２．２８）
協定エリア ： 右図のとおり
協定面積 ： ３５．７６ ｈａ （２２２ 筆）

【協定に定める栽培管理に関する事項】
①協定参加者は、農用地やその周辺部の適切な除草や施設の

維持管理を行い、良好な営農環境の維持に努めること。
②有機農業を行う者は、病害虫発生の抑制に努めること。
③慣行農業を行う者は、農薬散布に際し飛散防止に努めること。
④協定参加者は、自身のほ場に重大な病害虫被害が認められた

場合、代表者に連絡し被害を最小限に食い止めるための措置
を講ずること。

⑤有機農業を行うほ場及び慣行農業を行うほ場が隣接している
場合、有機農業を行う者は一定の緩衝地帯を設けること。

みどりの食料システム法に基づく特定区域に設定された三美地区は、有機農業モデル団地として令和４年から

有機野菜の作付けを開始しました。
有機農業は、農薬の飛散防止や病害虫のまん延防止などに留意して取り組む必要があり、慣行農業を行ってい

る農家との調整が必要です。このため、より良い営農環境を整えるため、有機農業／慣行農業それぞれの栽培管
理について、区域内の農業を営む者同士が、 「有機農業を促進するための栽培管理に関する協定」を締結し市長
が認可しました。



《事例２》 ＪＡ常陸 大宮営農経済センター「有機農産物」グループ認証 体系図
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有機ＪＡＳ取得の範疇

ＪＡアグリ

農業生産者

農家Ａ 農家Ｂ 農家Ｃ

会員はＪＡに一元出荷
非有機農産物と区分

調
整

格
付

生
産

出 荷

本組織の全ての行程を総括する。
生産行程管理記録を確認し、その記録を保存する。
認証機関の行う検査や、報告等を行う。

生産行程管理責任者 格付責任者

格付記録を確認し、その記録を保存する。
格付表示証票の管理をおこなう。
認証機関への報告等を行う。

〇次の規程等を作成・周知・監督
・内部規程
・格付規程
・栽培管理基準

〇生産状況の確認
〇各種記録等の確認･承認

各農家に 「格付担当者」 を置く
格付規程に基づき格付を行う

各農家段階で出荷調整を行う
出荷形態

各農家に 「生産行程管理者」 を置く
栽培管理基準に基づき生産

報告・提出

ＪＡ常陸

道の駅スーパー 学校給食

Ａ社 Ｂ社

直売所

販 売

市場

・認証費用が低額

・資材確認、証明書取得の簡易性

・資材選択をJAが行ってくれる

・販売先確保の簡易性

・販売管理（格付）の簡易性

≪生産者の メリット≫

・ＪＡを経由しなければ、出荷できない

・生産行程管理責任者（JA）の承認が

なければ、資材等が使用できない。

・取扱手数料がかかる。

≪生産者の デメリット≫

【 ＪＡ常陸 】

生産行程管理責任者

： 会員毎の生産行程管理責任者を統括し、記

録の確認を行う。

全体責任者として、認証機関の窓口となる。

格付責任者

： 格付担当者を統括し、記録の確認を行う。

全体責任者として、認証機関の窓口となる。

【 農業生産者 】

生産行程管理責任者

： 生産から出荷までの生産行程管理を行う。

格付担当者

： 有機農産物の格付を行う。
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≪ 生産者≫

≪ A農協≫

≪ B農協≫

≪ C農協≫

≪ 市場≫

≪ 購買者≫

≪ 市場を介した有機農産物の流通≫

【産地側のメリット】

・大量生産、大量出荷が可能

＝産地化しやすい

・安定した出荷先の確保

・販促経費、流通コストの低減

・受注や代金精算などの労力削減

【購買者側のメリット】

・有機農産物の調達が容易

・安定した量の確保

・調達コストの低減

・産地情報の入手が容易

【市場のメリット】

・特徴ある市場としての存在感

・有機農産物物流の拠点化

＝市場の活性化

《事例３》 「市場を介した有機農産物の流通」

茨城県 首都圏



《参考》 常陸大宮市の概要

≪概要≫
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●平成１６年１０月１６日に那珂郡大宮町・山方町・美和村・緒川村と、
東茨城郡御前山村の５町村の合併により誕生

●人 口 ： 35,754人 （2025.12.1現在）
●高齢化率 ： 37.8％ （2020国勢調査）
●総 面 積 ： 34,845ha （東西約20.8km、南北約26.4km）

●農業地域類型 ： 「平地農業地域」～「中間農業地域」
●農家戸数 ： 3,065戸 （2020農林業センサス）
●基幹的農業者 ： 1,386人 （2020農林業センサス）

※70歳以上の割合66.7％

●耕地面積 ： 3,510ha （田1,660ha、畑1,850ha）
●平均経営面積 ： 1.21ha
●農業産出額 ： 82.9億円 （R3市町村別農業産出額推計）
●主要作物 ： 水稲、ねぎ、切り枝 ※畜産業

●平均気温 ： 13℃
●年間降雨量 ： 1,300mm （降雪は年数回程度）



・野菜 ： ２５品目 重量ベース７０％

・お米 ： 有機米１００％ コシヒカリ ３２ t

・加工品 ： 味噌、豆腐、豆乳、醤油

パン、麺、切干し大根 等

《参考》 常陸大宮市のオーガニック給食現状と目標
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供給先 ： 給食センター１箇所

学校数 ： 小学校１１校、中学校４校

運営方法 ： 調理委託

調理数 ： ２，５００食／日

年間使用量

： 野菜 ７０品目前後

： 米 ３２ｔ

≪令和７年度の供給実績≫ ≪令和１０年度の目標≫

・野菜 ： １３品目 １２．６ t

玉ねぎ、人参、ジャガイモ、大根、

サツマイモ、カボチャ、かぶ、

小松菜、ホウレンソウ、キャベツ、

白菜、ねぎ 等

・お米 ： コシヒカリ １４ t

（11月～3月）

・加工品 ： 味噌、豆腐、豆乳

・使用率（重量ベース）

野菜 ： 約２５％ 、 米 ： 約４５％

≪給食概要≫

子どもたちの笑顔のために
１００％オーガニック
給食を目指します

塩、だし、調味料は無添加のものを使用しています

お米は、令和７年産米から１００％有機米を使用


